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問合せ先責任者 役 職 名 執 行 役 員
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決 算 取 締 役 会 開 催 日 平成16年 5月19日 中 間 配 当 制 度 の 有 無 有
定 時 株 主 総 会 開 催 日 平成16年 6月28日 単 元 株 制 度 採 用 の 有 無 有 （１単元    100株）

1. 16年 3月期の業績（平成15年 4月 1日～平成16年 3月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 3月期      103,696    10.5       1,841     1.5       2,253    △0.9

15年 3月期       93,853    13.6       1,814   221.7       2,274    97.4

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
16年 3月期        1,342   136.0         54.27－      4.7     3.8     2.2

15年 3月期          568   △17.7         22.15－      2.1     4.0     2.4

(注 )1.期中平均株式数 16年 3月期     24,086,864株 15年 3月期     24,088,279株
2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
16年 3月期          10.00          4.00          6.00         240    17.9     0.8

15年 3月期          10.00          4.00          6.00         240    42.4     0.9

(注 )16年 3月期期末配当金の内訳 記念配当           2円 00銭 特別配当           0円 00銭

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

16年 3月期       62,330      29,324     47.0       1,216.01

15年 3月期       56,706      27,611     48.7       1,144.88

(注 )1.期末発行済株式数 16年 3月期     24,086,693株 15年 3月期     24,087,043株
2.期末自己株式数 16年 3月期          3,958株          3,608株15年 3月期

2. 17年 3月期の業績予想 （平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期       49,500         900         500          5.00－ －

通 期       99,500       2,300       1,300－           5.00         10.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          52円 52銭

※ 上 記 の 業 績 予 想 に つ き ま し て は 、 現 時 点 に お い て 入 手 さ れ た 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、
実 際 の 業 績 は 、 今 後 の 様 々 な 要 因 に よ り 上 記 の 業 績 予 想 数 値 と 異 な る 可 能 性 が あ り ま す 。



（１）貸借対照表

期   別

科   目

関 係 会 社 出 資 金

出 資 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

受 取 手 形

仕 掛 品

製 品

原 材 料

売 掛 金

有 価 証 券

貯 蔵 品

前 払 費 用

前 払 金

資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

短 期 貸 付 金

建 物

機 械 及 び 装 置

工 具 器 具 備 品

貸 倒 引 当 金

投 資 有 価 証 券

そ の 他

車 両 運 搬 具

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

無 形 固 定 資 産 合 計

関 係 会 社 株 式

（ 資  産  の  部 ）

投資その他の資産

有 形 固 定 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

構 築 物

そ の 他

流 動 資 産 合 計

流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

差 入 保 証 金

現 金 及 び 預 金

繰 延 税 金 資 産

(単位：百万円)

金  額 構成比 金  額 構成比

％ ％

10,543  7,524  3,019  

188  207  △ 19  

18,022  18,263  △ 241  

417  451  △ 33  

406  451  △ 44  

575  530  45  

164  163  1  

61  74  △ 12  

1,223  1,163  60  

18  16  2  

531  713  △ 182  

361  344  16  

203  107  95  

△ 18  △ 0  △ 17  

32,700  52.5 30,010  52.9 2,689  

7,201  3,775  3,426  

467  404  62  

3,025  3,285  △ 260  

14  57  △ 43  

758  890  △ 132  

4,575  4,634  △ 59  

55  819  △ 763  

16,098  25.8 13,868  24.5 2,230  

190  188  1  

18  19  △ 0  

208  0.3 207  0.4 1  

3,621  2,614  1,007  

8,028  8,028  -  

3  3  -  

435  787  △ 351  

90  102  △ 11  

150  29  120  

21  18  3  

806  860  △ 54  

232  245  △ 12  

△ 70  △ 71  1  

13,321  21.4 12,620  22.2 701  

29,629  47.5 26,695  47.1 2,933  

62,330  100.0 56,706  100.0 5,623  

増    減
当      期 前      期
(16.3.31現在) (15.3.31現在)

－ 25 －



期   別

科   目

負　　債　　合　　計

負 債 及 び 資 本 合 計

任 意 積 立 金 合 計

当 期 未 処 分 利 益

利 益 剰 余 金 合 計

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

資 本 合 計

特 別 償 却 準 備 金

圧 縮 記 帳 積 立 金

別 途 積 立 金

任 意 積 立 金

未 払 金

未 払 費 用

預 り 金

（ 負  債  の  部 ）

流 動 負 債

買 掛 金

1年内返済予定の長期借入金

支 払 手 形

長 期 前 受 収 益

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

利 益 準 備 金

利 益 剰 余 金

（ 資  本  の  部 ）

資 本 金

資 本 剰 余 金

預 り 敷 金

預 り 保 証 金

未 払 法 人 税 等

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

前 受 収 益

そ の 他

繰 延 税 金 負 債

固 定 負 債

長 期 借 入 金

流 動 負 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

(単位：百万円)

金  額 構成比 金  額 構成比

％ ％

3,131  2,760  370  

18,364  19,575  △ 1,210  

2,300  -  2,300  

488  276  211  

1,712  1,541  171  

785  11  773  

40  857  △ 816  

79  -  79  

924  707  216  

27,827  44.6 25,730  45.3 2,096  

-  2,300  △ 2,300  

738  540  197  

402  184  218  

340  339  1  

414  -  414  

371  -  371  

2,910  -  2,910  

5,178  8.4 3,364  6.0 1,813  

33,005  53.0 29,094  51.3 3,910  

6,327  10.2 6,327  11.1 -  

5,883  9.4 5,883  10.4 -  

480  480  -  

18  23  △ 5  

117  115  1  

13,000  12,500  500  

13,136  12,639  496  

2,241  1,671  569  

15,858  25.4 14,791  26.1 1,066  

1,257  2.0 611  1.1 646  

△ 2  △ 0.0 △ 2  △ 0.0 △ 0  

29,324  47.0 27,611  48.7 1,712  

62,330  100.0 56,706  100.0 5,623  

増    減
当      期 前      期
(16.3.31現在) (15.3.31現在)

－ 26 －



 （２）損益計算書

期   別

  科   目

売 上 総 利 益

営 業 利 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

そ の 他

支 払 利 息

そ の 他

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

当 期 未 処 分 利 益

営 業 外 費 用

特 別 損 失

特 別 利 益

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

(単位：百万円)

当      期 前      期
(15.4.1～16.3.31) (14.4.1～15.3.31)

金   額 比率 金   額 比率
％ ％

103,696  100.0 93,853  100.0 9,843  

96,077  92.7 86,943  92.6 9,134  

7,619  7.3 6,910  7.4 709  

5,777  5.5 5,095  5.5 682  

1,841  1.8 1,814  1.9 27  

553  0.5 523  0.6 30  

8  9  △ 1  

480  443  36  

64  70  △ 5  

141  0.1 63  0.1 78  

42  16  26  

99  46  52  

2,253  2.2 2,274  2.4 △ 20  

257  0.2 63  0.1 193  

361  0.3 1,544  1.7 △ 1,183  

2,149  2.1 793  0.8 1,356  

867  0.8 50  0.1 817  

△ 60  0.0 174  0.1 △ 234  

1,342  1.3 568  0.6 773  

995  1,198  △ 203  

96  96  0  

2,241  1,671  569  

増    減

－ 27 －



（３）利益処分案 
(単位：百万円)

期   別 当         期 前         期
科   目 (15.4.1～16.3.31) (14.4.1～15.3.31)

2,241     1,671     569     

4     5     △ 1     

0     0     △ 0     

計 2,246     1,677     568     

こ れ を 次 の と お り 処 分 い た し ま す 

144     144     △ 0     

(1株につき6.00円) (1株につき6.00円)

35     35                           -

                      - 0     △ 0     

                      - 2     △ 2     

500     500                           -

1,566     995     571     

増   　　　減

別 途 積 立 金

次 期 繰 越 利 益

任 意 積 立 金

圧 縮 記 帳 積 立 金

配 当 金

取 締 役 賞 与 金

当 期 未 処 分 利 益

任 意 積 立 金 取 崩 額

特 別 償 却 準 備 金

特 別 償却 準備 金取 崩額

圧 縮 記帳 積立 金取 崩額

(注）1．平成15年12月9日に 96百万円(１株につき 4円)の中間配当を実施いたしました。

　　　2．当期の配当金１株につき 6円のうち、4円は普通配当、2円は創立50周年記念配当であります。

１株当たり配当金
16 年 ３ 月 期 15 年 ３ 月 期

年   間 中   間 期   末 年   間 中   間 期   末
円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 

 普 通 株 式 10   00  4   00  6   00  10   00  4   00  6   00  

　 (内 訳)

　  記念配当 2   00        - 2   00  2   00        - 2   00  

－ 28 －



- 29 - 

重 要 な 会 計 方 針 

１. 有価証券の評価基準及び評価方法       
 子会社株式及び関連会社株式  総平均法による原価法 
    
 そ の 他 有 価 証 券   
 時 価 の あ る も の  決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部 

資本直入法により処理し､売却原価は総平均法により算定） 
    

 時 価 の な い も の  総平均法による原価法 
    
２. たな卸資産の評価基準及び評価方法   
    
 製品・仕掛品（量産品）、原材料  総平均法による原価法 
    
 そ の 他 の 製 品 ・ 仕 掛 品  個別法による原価法 
    
 貯 蔵 品  最 終 仕 入 原 価 法 

    
３. 固 定 資 産 の 減 価 償 却 の 方 法   
    
 有 形 固 定 資 産  定率法 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定す
る方法と同一の基準によっております。 
ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建物附属設備
を除く)については、定額法によっております。 

    
 無 形 固 定 資 産  定額法 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定す
る方法と同一の基準によっております。 
ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、社内におけ
る利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。 

    
 長 期 前 払 費 用  定額法 

なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一
の基準によっております。 

    
４. 引  当  金  の  計  上  基  準       
 貸 倒 引 当 金  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

    
 退 職 給 付 引 当 金  従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 
過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤
務期間内の一定の年数(10年)による定額法により費用処理
しております。 
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残
存勤務期間内の一定の年数(10年)による定額法によりそれ
ぞれ発生の翌期から費用処理しております。 

    
 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上しております。 
    

５. リ ー ス 取 引 の 処 理 方 法  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理によっております。 

６.その他財務諸表作成のための重要な事項   

 消費税等の会計処理  税抜による処理を行っております。 
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注 記 事 項 

 貸借対照表関係 

 
当        期 
(16.3.31現在) 

前        期 
(15.3.31現在) 

１. 有形固定資産の減価償却累計額         15,530百万円        14,879百万円 

２. 担 保 に 供 し て い る 資 産          3,435百万円         3,171百万円 

３. 株 式 の 状 況    

 会 社 が 発 行 す る 株 式       77,330,000株      77,330,000株 

 発 行 済 株 式 総 数       24,090,651株      24,090,651株 

４. 関係会社に対する主な債権･債務    
 売 掛 金           225百万円          244百万円 
 前 払 金           879               911      
 短 期 貸 付 金            358           339 
 買 掛 金          3,105         3,779 

５. 保 証 債 務          1,097百万円            1,266百万円    

     
６. 配 当 制 限   有価証券の時価評価により､

純資産額が 1,257百万円増加
しております。 
 なお、当該金額は商法施行規
則第124条第3号の規定により、
配当に充当することが制限さ
れております。 

 有価証券の時価評価により､
純資産額が 611百万円増加し
ております。 
 なお、当該金額は商法第290条
第1項第6号の規定により、配当
に充当することが制限されて
おります。 

     

 

項  目 
期  別 
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 損益計算書関係 

 
当        期 
(15.4.1～16.3.31) 

前        期 
(14.4.1～15.3.31) 

１. 関 係 会 社 と の 主 な 取 引 高    
 売 上 高            954百万円         1,216百万円 
 仕 入 高         14,432        13,808 
 受 取 配 当 金            434           407 

２. 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 
の 主 要 な 費 目 及 び 金 額 

   

 給 与 手 当          1,528百万円         1,432百万円 
 賞 与            477           486 
 退 職 給 付 費 用            189           156 
 役員退職慰労引当金繰入額             69            68 
 貸 倒 引 当 金 繰 入 額             14             - 
 減 価 償 却 費            241           291 
 製 品 発 送 費          1,035           934 
 試 験 研 究 費            396           293 

３. 特 別 損 益 の 内 訳    

 特 別 利 益    
 固 定 資 産 売 却 益              0百万円             1百万円 
 投 資 有 価 証 券 売 却 益            257             0 
 貸 倒 引 当 金 戻 入 益              -             5 
 工場閉鎖損失引当金戻入益              -            57 

 特 別 損 失    
 固 定 資 産 処 分 損            202百万円           218百万円 
 ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損              2             9 
 関 係 会 社 出 資 金 売 却 損            156             - 
 投 資 有 価 証 券 評 価 損              -           222 
 関 係 会 社 出 資 金 評 価 損              -           254 
 特 別 早 期 退 職 割 増 金              -           839 

４. 固 定 資 産 売 却 益 の 主 な 内 容  車両運搬具の売却 0百万円
等であります。 

車両運搬具の売却 0百万円
等であります。 

５. 固 定 資 産 処 分 損 の 主 な 内 容  機械及び装置の除却 139百万
円、工具機具備品の除却 46百
万円等であります。 

機械及び装置の除却 131百万
円、工具機具備品の除却 57百
万円等であります。 

６. 一 般 管 理 費 及 び 当 期 製 造 費 用 
に 含 ま れ る 研 究 開 発 費 の 総 額 

         1,948百万円         1,565百万円 
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  リ ― ス 取 引 

 
当        期 
(15.4.1～16.3.31) 

前        期 
(14.4.1～15.3.31) 

《リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引》 

   

１. リース物件の取得価額相当額、減価償却
累計額相当額及び期末残高相当額 

 取得価額
相 当 額 

減価償却
累 計 額
相 当 額 

期末残高
相 当 額 

取得価額
相 当 額 

減価償却
累 計 額
相 当 額 

期末残高
相 当 額 

   百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 
 工 具 器 具 備 品  96 89 7 290 243 47 

     取得価額相当額は、未経過リー
ス料期末残高が有形固定資産の
期末残高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法により算定
しております。   

  取得価額相当額は、未経過リー
ス料期末残高が有形固定資産の
期末残高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法により算定
しております。   

２. 未経過リース料期末残高相当額    
 １ 年 内            7百万円          40百万円 
 １ 年 超             -               7    
 合 計             7              47    

     未経過リース料期末残高相
当額は、未経過リース料期末
残高が有形固定資産の期末残
高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算
定しております。 

  未経過リース料期末残高相
当額は、未経過リース料期末
残高が有形固定資産の期末残
高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算
定しております。 

３. 支払リース料及び減価償却費相当額    
 支 払 リ ー ス 料            40百万円           70百万円 
 減 価 償 却 費 相 当 額            40              70    

４. 減 価 償 却 費 相 当 額 の 算 定 方 法 
 
 リース期間を耐用年数と
し、残存価額を零とする定額
法によっております。 

 リース期間を耐用年数と
し、残存価額を零とする定額
法によっております。 

     

 

 有価証券（子会社株式及び関連会社株式関係） 

 
当        期 
(16.3.31現在) 

前        期 
(15.3.31現在) 

    
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの  貸借対照

表計上額 
時  価 差  額 

貸借対照
表計上額 

時  価 差  額 

   百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 
 関 連 会 社 株 式  2,051 3,288 1,237 2,051 2,389 338 
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 税効果会計 

 
当        期 
(16.3.31現在) 

前        期 
(15.3.31現在) 

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の 
発 生 の 主 な 原 因 別 の 内 訳 

 
  

( 繰延税金資産）    
 未 払 事 業 税 否 認              83百万円              -百万円 
 税 務 上 の 繰 越 欠 損 金               -            411 
 賞与引当金損金算入限度超過額             378            283 
 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 否 認             137            137 
 退 職 給 付 引 当 金 否 認             163             74 
 そ の 他             138                    64        
 繰延税金資産 合計             901                   971        
 繰延税金負債との相殺         △  369               △  257        
 繰延税金資産の純額             531                   713         

( 繰延税金負債）    
 圧 縮 記 帳 積 立 金         △   79百万円        △   80百万円 
 特 別 償 却 準 備 金         △    9        △   12 
 退 職 給 付 引 当 金 取 崩 超 過 額         △  162        △  289 
 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金         △  856               △  416        
 繰延税金負債 合計         △1,108               △  798        
 繰延税金資産との相殺             369                   257        
 繰延税金負債の純額         △  738               △  540        

     
２. 法定実効税率と税効果会計適用後 
の法人税等の負担率との差異の 
原因となった主な項目別の内訳 

 

  
 法定実効税率            41.9％           41.9％ 
 (調整)    
 住民税均等割             1.2            2.9 
 交際費等永久に損金に算入されない項目             0.8            1.5 
 受取配当金等永久に益金に算入されない項目         △  1.5        △  2.8 
 関 係 会 社 出 資金評価損失認容               -        △ 14.7 
 試 験 研 究 費 の 税 額 控 除         △  5.9              - 
 そ の 他             1.1               △  0.4      
 税効果会計適用後の法人税等の実効税率            37.6％               28.4％     
     
 
３. 法人税の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 
前期（平成15年3月31日） 
地方税法等の一部を改正する法律(平成15年法律第9号)が平成15年3月31日に公布されたことに伴
い、当期の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算(但し、平成16年4月1日以降解消が見込まれるものに
限る)に使用した法定実効税率は、前期の41.9％から40.5％に変更されました。 
その結果、繰延税金負債の金額(繰延税金資産の金額を控除した金額)が0百万円減少し、当期に計上
された法人税等調整額が0百万円、その他有価証券評価差額金が14百万円それぞれ増加しております。 
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役員の異動 
 平成16年６月28日付 

   

 １．代表取締役の異動 

    該当事項はありません 

 

 ２．その他の役員の異動 

 （１）新任取締役候補 

 氏  名 新  職 現  職 

 田口 裕史[たぐち・ひろし] 取締役兼常務執行役員 執行役員 

 （２）退任予定取締役 

 氏  名 新  職 現  職 

 坂本 征五[さかもと・せいご] 顧問 取締役兼副社長 

 （３）新任執行役員候補                   

 氏  名 新  職 現  職 

 三木 浩之[みき・ひろゆき] 執行役員 顧問 

 （４）役付きの異動 

 氏  名 新  職 現  職 

 並木 一章[なみき・かずあきら] 常務執行役員 執行役員 

 川崎  守[かわさき・まもる] 常務執行役員 執行役員 

 木村 利光[きむら・としみつ] 常務執行役員 執行役員 

 松下 和好[まつした・かずよし] 常務執行役員 執行役員 

 

  ※平成16年６月28日開催予定の当社第52回定時株主総会及びその後の取締役会において正式決定 

   する予定です。 

以上 


